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資料 ８ 
 

１ 計画の位置付け 

 ○ 本計画は、「新潟市消費生活条例」に基づき、消費生活施策の方向性など必

要な事項を定め、推進するために策定するものです。 
 ○ 四次改定計画は、従来の計画を基に、消費者を取り巻く環境の変化に対応

するため、学識経験者、消費者、事業者で構成する「新潟市消費生活審議会」

における意見などを踏まえ見直しを行い、策定します。 
 
２ 改定の背景 
 ○ デジタル化の急速な進展、取引環境の複雑化・多様化に対する、消費者教

育や情報提供の必要性の高まり 
 ○ 高齢化の進行及び高齢者単独世帯の増加による消費者トラブル増加の懸

念（高齢者・障がい者等配慮を要する消費者への対応強化） 
○ 誰もが脆弱な消費者になりうる時代の到来 
○ 持続可能な社会に配慮した消費行動の拡がり 

 ○ 現計画（三次改定分）の計画期間が令和９年３月 31 日で終了 
 

３ 計画期間 
 ○ 令和９年度から令和 12 年度までの４年間 
 

４ 主な改定のポイント 
○ デジタル社会で新たな消費者トラブルが発生していることへの対応～講

座開設、情報提供、相談受付手法の検討 
                   【■施策５】【■施策９】【■施策 11】 
○ 高齢者や障がい者の消費者被害の未然防止、早期発見及び拡大防止に向け

た消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）を通じた見守り活動の

連携強化とネットワークの拡充 
                              【■施策 14】 
○ ライフステージ・脆弱性に応じた様々な消費者教育の充実～初級スマート

フォン、金融経済、障がい者の状況に配慮した講座など 
                             【■施策５】 

 

○ より良い市場・社会の発展のために積極的に関与する消費者の育成 

                  【■施策 17】【■施策 19】【■施策 20】              
 
 
 

 

６ 施策の体系 
【課題】             【施策】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
                 【重点取組１ 施策５・８】 
                   教育委員会、消費者団体、新潟県消費生活サポーターなど 
                   関係者との連携を通じた取組み 
 
 
 
 
 
 
                【重点取組２ 施策９（１）・11 】 
                  ・SNS（新潟市公式 LINE など）活用の取組み 
                    ・相談員の専門研修の受講  
 
 
 
 
 
 
                【重点取組３ 施策 14】 

                  ・見守り活動の連携強化とネットワークの拡充 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■施策２ 適正な価格形成の確保並びに適正な表示及び計量の推進  

■施策 15 消費者団体の活動に対する支援  

■施策 16 関係機関・団体との連携  
 

■施策 11 消費生活相談の充実  

■施策 10 消費者被害の救済  

■施策 12 高齢者・障がい者の被害の防止  

■施策 13 高齢者・障がい者の財産の保護  

■施策 18 脱炭素社会づくりに向けたライフスタイルの推進  

■施策 14 地域が一体となった見守りネットワークの充実  

■施策 19 食品ロス削減及び廃棄物の減量・リサイクルの推進  

■施策１ 商品・サービスの安心・安全の確保  

■施策８ 消費者教育に関する支援体制の充実  

■施策７ 消費生活に必要な知識・技術に関する情報の提供  

■施策９ デジタル社会における消費者被害の防止  

■施策 17 人や社会・環境等に環境問題に関心を持つ人づくりの

推進  

■施策４ 災害時における対応  

■施策５ ライフステージ・脆弱性に応じた消費者教育の充実  
 
■施策６ 消費者教育の支援者の育成  

課題Ⅰ. 消費者の安心・安全の確保 

課題Ⅱ 消費者教育の推進 

（新潟市消費者教育推進計画） 

課題Ⅲ 悪質商法等による消費者

被害の防止・救済 

課題Ⅳ 地域が一体となった高齢者・ 

障がい者の消費生活に対す

る支援 

課題Ⅴ 関係機関・団体との連携の

推進 

課題Ⅵ 持続可能な社会に配慮し

た消費行動の推進 

■施策３ 事業者に対する要請及び指導  

■施策 20 カスタマーハラスメントに関する啓発  


